
 

 

 

 

①令和３年度国民健康保険特別会計決算見込みについて

1



歳入総額 7,411,526 千円

歳出総額 7,357,151 千円 翌年度繰越金 15,100千円（県交付金返還金等）

歳入歳出差引額 54,375 千円 単年度収支 39,275千円

「歳入内訳」 △は減を示す（単位：千円） 「歳出内訳」
予算現額
（Ａ）

前年度比
(％)

予算現額
（Ｃ）

差引額
（Ｄ）-（Ｃ）

前年度比
(％)

1,306,333 96.0% 196,838 △ 10,144 148.8%

- 21.6% 5,350,773 △ 150,987 99.5%

5,513,704 100.1% 1,837,022 △ 2 97.3%

500 112.7% 2 △ 1 100.0%

649,882 88.7% 90,905 △ 20,565 104.5%

38,176 195.2% 500 △ 331 112.7%

37,175 84.2% 500 △ 265 76.3%

68,230 △ 5,324 33.4%

1,000 △ 1,000 -

7,545,770 98.4% 7,545,770 △ 188,619 98.2%

「基金の状況」 （単位：千円）

令 和 2 年 度 末 令 和 3 年 度 積 立 金 令 和 3 年 度

剰 余 金 積 立 額 積 立 額

歳 入 合 計 7,411,526 △ 134,244 歳 出 合 計 7,357,151

※基金については、今後の医療費増加に伴う保険税抑制や子ども減免に伴う所得割税率及び賦課限度額の引き上げに係る負担緩和など、活用を検討する。

令 和 3 年 度 末

現 在 高 （ R3.5.31 ） 取 崩 額 現 在 高 （ R4.3.31 ）

1,000,873 0 169 11,286 989,756

繰 越 金 38,176 0 基 金 積 立 金 169

公 債 費 235

諸 支 出 金 62,906

予 備 費 0

諸 収 入 46,913 9,738

財 産 収 入 169 △ 331 共 同 事 業 拠 出 金 1

繰 入 金 601,344 △ 48,538 保 健 事 業 費 70,340

国 庫 支 出 金 1,782 1,782 保 険 給 付 費 5,199,786

県 支 出 金 5,403,086 △ 110,618
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

1,837,020

△は減を示す（単位：千円）

名　　称
決算見込額

（Ｂ）
差引額

（Ｂ）-（Ａ）
名　　称

決算見込額
（Ｄ）

国 民 健 康 保 険 税 1,320,056 13,723 総 務 費 186,694
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〔参考〕決算見込みの状況

〔参考〕決算見込みの状況「歳入」 「歳出」

保険税 総務費

国・県支出金 保険給付費

繰入金 国保事業費納付金

繰越金 保健事業費

その他 諸支出金ほか延滞金、第三者納付金などの諸収入など 負担金償還金等の精算や一般会計への繰戻しなど

国保加入者からの税金 国保事業運営の人件費、事務費など

国・県からの負担金、補助金 保険で給付した医療費、出産費、葬祭費など

一般会計からの繰入金 保険給付等に充てられる県への納付金

前年度からの繰越金 被保険者の健康保持増進の事業費

保険税
18%

国・県支出金
73%

繰入金
8%

繰越金
0%

その他
1%

（国庫支出金） 0.1％

・災害臨時特別補助金

・社会保障・税番号制度システム

整備費等補助金

（県支出金内訳）

普通交付金 69.9％

特別交付金等 3.0％

総務費
2%

保険給付費
71%

国保事業

費納付金
25%

保健事業費
1%

諸支出金ほか
1%
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※被保険者数は３月～２月間の平均人数 　　調定額：市が納税者に対して通知した納付すべき税額のこと
※１人当たり給付費は医科・歯科・調剤・柔道整復等の年間給付費総額 　　収納額：現実に納付された額のこと
  (保険者負担分)を平均被保険者数で除したもの 　　収納率：調定額に対する収納額の割合のこと

343,655円
340,724円

347,074円

363,637円
366,174円

373,679円

16,926人

15,867人
15,203人

14,430人 14,194人 13,839人

320,000円

340,000円

360,000円

380,000円

400,000円

1,000人

3,000人

5,000人

7,000人

9,000人

11,000人

13,000人

15,000人

17,000人

19,000人

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

「被保険者数と１人当たり給付費」の推移

一人当たり給付費 被保険者数

1,878

1,797

1,442
1,376 1,380

1,316

1,737

1,669

1,336
1,281 1,280

1,230

92.49 
92.90 92.62 

93.05 92.75 
93.46 

80.00

85.00

90.00

95.00

1,000

1,500

2,000

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

収納率百万円

「調定額・収納額・収納率」の推移

保険税（調定額） 保険税（収納額）

一人当たり
給付費前年度比延び率 (△0.85%) (1.86%) (4.77%) (0.70%) (2.05%)

被保険者数が減少している。令和３年度も一人当たり給付費は増加

した。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響による「受診

控え」があったが、令和３年度の伸び率は高くなっている。

H30年度 税率見直し

収納率は令和２年度より増加した。しかし、被保険者数の減少や、

新型コロナウイルス感染症の影響による加入者の基準所得の減（令

和２年度収入）により保険税額は前年度より減少した。
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区分別1人当たり医療費の推移

1人当たり費用額と年間平均被保険者数 費用額の合計

年間平均被保険者数は減少しているが、医療の高度化等により1人当たり費用額は増加の傾向にある。（令和２年度は、
新型コロナウイルス感染症の影響による「受診控え」により、1人当たり費用額が減少した。）

※費用額とは保険給付額、公費負担額、利用者負担額の合計額。（市町村が直接支払う償還払いは含まない。）

169,802 173,324 188,069 185,427 185,413

129,894 133,458
133,681 133,386 141,869

22,630 22,889
23,720 22,975

23,676
70,775 68,750

69,723 71,527
72,737

13,500 13,929
14,333 14,069

14,673

0円

50,000円

100,000円

150,000円

200,000円

250,000円

300,000円

350,000円

400,000円

450,000円

500,000円

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

入院 入院外 歯科 調剤報酬 その他（食事療養・訪問看護・療養費）

406,601

412,351

429,526
427,385

438,36815,867

15,203

14,430

14,194

13,839

390,000円

400,000円

410,000円

420,000円

430,000円

440,000円

450,000円

12,500人

13,000人

13,500人

14,000人

14,500人

15,000人

15,500人

16,000人

16,500人

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1人当たり費用額 年間平均被保険者
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（単位：円）

R2 R3 差額（R3－R2）

新生物 33,114 31,375 -1,739

精神及び行動の障害 26,467 25,680 -787

循環器系の疾患 23,409 30,099 6,690

神経系の疾患（※１） 18,819 18,701 -118

損傷、中毒及びその他の外因の影響（※２） 12,410 13,622 1,212

呼吸器系の疾患 12,726 13,686 960

筋骨格系及び結合組織の疾患 16,022 12,061 -3,961

その他 35,085 36,049 964

合計 178,052 181,273 3,221

資料：ＫＤＢシステム

※１　代表的なものとしてアルツハイマー病、パーキンソン病、てんかん、脳性麻痺、自律神経系、等

※２　代表的なものとして骨折、頭蓋内損傷や内臓の損傷、等

疾病別医療費（大分類） 入院分一人当たり医療費　　令和２年度・令和３年度比較
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〔参考〕被保険者の年次推移

【被保険者の状況】
被保険者世帯数 被保険者数 加賀市の世帯数 被保険者割合

9,638世帯 14,719人 29,163世帯 33.05% 22.01%

9,333世帯 14,178人 29,093世帯 32.08% 21.51%

9,405世帯 14,053人 28,953世帯 32.48% 21.65%

9,040世帯 13,358人 28,742世帯 31.45% 20.93%

※翌年度4月1日現在

【被保険者異動状況】（事由別増減）
転入 社会保険離脱 生活保護廃止 その他増 合計①

479 1,712 17 219 2,470

504 1,719 17 249 2,525

389 1,909 19 196 2,549

304 1,667 14 167 2,192

転出 社会保険加入 生活保護開始 その他減 合計② ① - ②

434 1,512 31 328 3,211 ▲ 741

485 1,317 41 387 3,066 ▲ 541

346 1,349 50 290 2,674 ▲ 125

325 1,428 44 243 2,887 ▲ 695

※事由「その他」は主に世帯分離などの住民票の異動に伴うもの

H30年度末

（資格取得）

R元年度末

R２年度末

R3年度末 63,830人

（資格喪失）

40 3H30年度末

4

R２年度末 3

R２年度末 124

加賀市の人口 加入世帯割合年度区分

後期高齢者離脱出生

515

R元年度末 32

66,869人

64,905人

65,925人

33

740107R3年度末

R3年度末 36 4

R元年度末 99 737

後期高齢者加入

H30年度末 799107

死亡

0 1,000 2,000 3,000 4,000

H30年度末

R元年度末

R２年度末

R3年度末

人

（資格取得） 転入

社会保険離脱

生活保護廃止

出生

後期高齢者離脱

その他増

0 1,000 2,000 3,000 4,000

H30年度末

R元年度末

R２年度末

R3年度末

人

（資格喪失） 転出

社会保険加入

生活保護開始

死亡

後期高齢者加入

その他減

毎年減少中
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○減免の対象となるのは、国民健康保険に加入する18歳未満の子どもです。

（賦課期日は毎年度4月1日。令和3年度については、平成15年4月2日以降に生まれた方が対象となります。）

軽減非該当世帯 357世帯 572人 6,843,889円

2割軽減世帯 90世帯 171人 2,176,919円

5割軽減世帯 89世帯 156人 1,279,022円

7割軽減世帯 128世帯 201人 985,961円

合計 664世帯 1,100人 11,285,791円

（年度内の資格異動や一部賦課限度額に該当する世帯があることから、減免対象の子ども数×減免額＝減免額とはなりません）

○ 減免後の額が賦課限度額（年間で医療分58万円・支援金分19万円）を超えている場合は、賦課限度額が税額となります。

そのため、子どもの均等割額減免を適用しても国保課税額が減額とならない世帯があります。

○令和4年度からは、国の制度でも６歳未満の未就学児について、同様の減免を行うこととなりました。

　国の制度の対象外となる6歳以上18歳未満の子どもについては、引き続き市独自の子ども減免を実施します。

１８歳未満の子どもに係る国民健康保険税の均等割額の減免
（子ども減免）について

加賀市では、子育て世帯の負担軽減を図るため、平成30年度から国民健康保険に加入する子どもに係る均等割額減免を
実施しています。

○減免の対象となる子どもについて、低所得者に対する軽減（均等割の２割・５割・７割軽減）算定後の均等割額の２分の１を減免しました。

対象世帯数 対象の子ども数 減免額
○令和3年度の子ども減免の状況（令和3年3月末）

子ども一人当りの
減免額（年）

18,250円　（36,500×1/2）

14,600円　（36,500×(1-0.2)×1/2）

  9,125円　（36,500×(1-0.5)×1/2）

  5,475円　（36,500×(1-0.7)×1/2）

※国保税額が減額とならない例（子ども一人の場合）

⑴⑵どちらの場合も、国保

課税額は賦課限度額の

77万円となります。

国保税賦課限度額
77万円

国保税賦課限度額
77万円

子ども減免があっても賦課限度額以上のため

課税額は賦課限度額の77万円

子ども減免分
18,250円

課税額は賦課限度額の77万円

国保算定税額

80万円

（80万円-子ども減免分）

78万1,750円
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◎人間ドック助成事業（令和3年度実績）

年度別の状況 年代別の受検者内訳

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 人数 構成比

受検者数 351人 380人 106人 337人 20代 1(0) 0.3%

受検率
（受検者数/平均被保数）

2.3% 2.6% 0.7% 2.4% 30代 7(0) 2.1%

助成額計 10,138千円 11,114千円 3,138千円 9,809千円 40代 22(2) 6.5%

１人当たり助成額 28,884円 29,248円 29,599円 29,108円 50代 38(3) 11.3%

60代 123(24) 36.5%

◎

令和３年度 コース別費用 男女別の受検者割合

加賀市医療センター 石川病院 久藤総合病院 検査費用（税抜き） 助成額 人数 構成比

○ ○ 36,000円 27,000円 男性 173人 51.3%

○ 61,000円 45,750円 女性 164人 48.7%

○ 42,200円 31,650円

○ 31,100円 23,325円

○ 40,600円 30,450円

○ 31,800円 23,850円

○ 60,200円 45,150円

○ 49,000円 36,750円

○ ○ 50,000円 37,500円

○ 60,000円 45,000円

◎ 新型コロナウイルス感染症の影響により、一部のコースに含まれる呼吸機能検査を、令和3年4月～6月末の期
間は実施しなかった

1泊2日ドック

女性セット（半日）

男性セット（半日）

呼吸器セット

循環器セット

通院ドック（女）

通院ドック（男）

脳ドック

血管ドック

(リピーター数)

半日ドック

◎ 新型コロナウイルス感染症の影響により、加賀市医療センターでは、令和2年度中に受け付
け中止の期間有り。また、受付期間であっても、受検件数を制限していた。

43.3%146(37)70代 マイナンバーを利用したスマホアプリ「xID」による受け付けは3件
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１．傷病手当の支給

（１）傷病手当の内容

（２）支給実績

※支給した傷病手当は、特別調整交付金として県から交付されます。

２．国民健康保険税の減免等

（１）新型コロナウイルス感染症にかかる国民健康保険税の減免

　・被保険者全員の前年度中の所得と減免する年度の所得見込みから減免額を算定

　・令和2年1月（令和元年度）から令和5年3月（令和4年度）までの保険税が対象

◎国民健康保険税の減免実績

（２）非自発的失業者の保険税の軽減制度

　・非自発的失業者について、前年の給与所得を100分の30とみなすことにより当該保険税軽減を行う制度

　・新型コロナウイルス感染症の影響による国民健康保険税減免よりも優先

◎国民健康保険税の減免実績

※減免した保険税額は、国庫
及び県からの交付金の対象と
なります。

7件

476,920円

令和２年度

111件

18,610,200円 24,250,200円

合計

212件

令和3年度

20件

2,853,600円

令和3年度

支給額

5件

272,734円

支給件数

減免件数 81件

減免額 2,786,400円

令和２年度

令和元年度（2年度受付）

軽減件数 143件

令和3年度

261件
※令和2年度は非自発的失業となった対象者が倍増し
ている

新型コロナウイルス感染症にかかる加賀市国民健康保険の対応状況

労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日から労務に服することができない期間

給与等支給を受けている国民健康保険加入者

直近の３月間の給与収入の合計額を就労日数で除した金額　×　２／３　×　日数
（上限：標準報酬月額の最高等級の３分の２）

令和2年1月1日から令和4年9月30日の間に感染した新型コロナウイルス感染症の療養のため、労務に服するこ
とができない期間

最長で支給開始日から1年6月

令和元年度 令和２年度

274件

支給の期間

支給額

支給要件

対象者

対象の期間
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（参考：新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者等に対する加賀市国民健康保険税減免取扱要領　抜粋 ）

・ 感染症により、世帯の主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負ったとき。

減免額

・ 感染症の影響により、世帯の主たる生計維持者の事業収入等の減少が見込まれるとき。

減免額

Ａ : 当該世帯の被保険者全員について算定した保険税額

Ｃ : 主たる生計維持者及び世帯の被保険者全員の前年の合計所得金額

Ｂ : 世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入等に係る前年の所得額
　　(減少することが見込まれる事業収入等が2以上ある場合はその合計額)

300万円以下

全額

減額割合(Ｄ)

10分の10

対象保険税額(Ａ×Ｂ／Ｃ)に前年の合計所得金額区分に応じた減額割合(Ｄ)を乗じて得た額

10分の8

10分の6

10分の4

3　非自発的失業者の給与収入の減少に加えて、その他の事由による事業収入等の減少が見込まれるため、保険税の減免の該当となる場合には、次のア及びイにより合計所得
金額を算定する。

ア　Ｃの合計所得金額の算定に当たっては、非自発的失業者の保険税軽減制度を適用した後の所得を用いる。

300万円超400万円以下

400万円超550万円以下

550万円超750万円以下

750万円超1,000万円以下

イ　Ｄの区分に用いる合計所得金額の算定に当たっては、非自発的失業者の保険税軽減制度による軽減前の所得を用いる。

世帯の主たる生計維持者の前年の合計所得金額

(注)
1　世帯の主たる生計維持者の事業等の廃止や失業の場合には、前年の合計所得金額にかかわらず、対象保険税額の全部を免除する。

10分の2

2　国民健康保険法施行令第29条の7の2第2項に規定する特例対象被保険者等(以下「非自発的失業者」という。)に該当することにより、現行の非自発的失業者の保険税の軽減
制度の対象となる者については、まず前年の給与所得を100分の30とみなすことにより当該保険税軽減を行うこととし、この規定による給与収入の減少による保険税の減免は
行わない。
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②令和４年度以降の国民健康保険特別会計の見通しについて 
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見込み

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

被保険者数
（年平均）[人]

14,430 14,194 13,839 13,270 12,270 11,270 10,270 9,860

１人当たり給付費[円] 363,637 366,174 373,679 396,119 408,003 420,243 432,850 445,836

被保険者数の増減
（対前年比）

0.96 0.98 0.97 0.96 0.92 0.92 0.91 0.96

１人当たり給付費の
増減（対前年比）

1.05 1.01 1.02 1.06 1.03 1.03 1.03 1.03

4％増の推移で見込む

363,637円 366,174円 373,679円
396,119円

408,003円
420,243円

432,850円
445,836円

14,430人 14,194人
13,839人

13,270人

12,270人

11,270人

10,270人
9,860人

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

円人

１人当たり給

付費[円]

被保険者数

（年平均）[人]

５％増 ２％増１％増 令和５年度以降の給付費増を３％増で見込む

被保険者数と１人当たり給付費の見通し

被保険者数は年々減少するのに対し、１人当たりの給付費は増加の傾向。
被保険者の高齢化により、今後もその傾向は続くと見られる。

参考資料

令和5年度から令和7年度は、団塊の世代が後期高齢
者制度に移行。各年度で△1,000人を見込む

６％増

13



  ◇◇歳入の見通し◇◇ 　◇◇歳出の見通し◇◇

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

国民健康保険税 1,320 1,261 1,166 1,071 976 937 総務費 187 197 147 137 137 137

国庫支出金 2 0 0 0 0 0 保険給付費 5,200 5,286 5,035 4,765 4,473 4,425

県支出金 5,403 5,486 5,197 4,926 4,635 4,585 保険事業費納付金 1,837 1,771 1,687 1,596 1,498 1,481

財産収入 0 1 0 0 0 0 保健事業費 70 84 78 71 65 62

繰入金（一般会計） 590 556 536 501 472 463 基金積立金 0 0 0 0 0 0

繰入金（基金） 11 28 7 7 7 6 諸支出金 63 27 46 46 46 46

繰越金 38 0 0 0 0 0 その他 0 2 0 0 0 0

諸収入 47 35 17 16 15 14

7,412 7,367 6,923 6,521 6,105 6,006 7,357 7,367 6,993 6,615 6,219 6,151

55 0 △ 70 △ 94 △ 114 △ 145

（推計方法）

〇国保税率の変更がないものとして推計

〇R4以降の徴収率を93.00％として推計

〇被保険者数は団塊の世代が後期高齢者医療制度に加入するR5～R7は△1,000人とし、R8は4%減として推計

〇県支出金等は給付費の伸びに応じ推計

〇給付費は毎年３％増として推計

〇インフルエンザ等流行性疾病による急激な伸びは考慮しない

〇診療報酬、薬剤の改定「偶数年度、２年に１回」は考慮しない

〇精算による公費の返還金は毎年「およそ2千万円程度」発生する見込み

単位：百万円 単位：百万円

歳　入 歳　出

歳入見込額（Ａ） 歳出見込額（Ｂ）

差引（Ａ）－（Ｂ）

国民健康保険特別会計 年度別内訳の見通し

税率改定を行わなかった場合の不足額

14



国民健康保険特別会計　今後の予測

見込み

R2年度
（決算）

R3年度
（決算）

R4年度
（予算）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

7,532 7,412 7,367 6,923 6,521 6,105 6,006

7,494 7,357 7,367 6,993 6,615 6,219 6,151

38 54 0 △ 70 △ 94 △ 115 △ 144

38 15 0 0 0 0 0

1,123 1,001 1,029 1,002 925 824 702

△ 122 △ 11 △ 27 △ 7 △ 7 △ 7 △ 6

1,001 990 1,002 995 918 817 696

0 39 0 △ 70 △ 94 △ 115 △ 144

1,001 1,029 1,002 925 824 702 552

●国民健康保険事業調整基金の残高は、令和3年度末（R4.5.31現在）で約10億2千9百万円。

令和3年度末（令和4年5月31日現在）において、国民健康保険事業調整基金の残高が10億円程度あることから、被保険者数の減少や
一人当たり給付費の増加による国保税の不足分を、当面の間は基金の取崩しにより補っていくこととします。
今後、保険給付費の動向や基金の状況に合わせ、保険税の見直しを検討していきます。
（基金残高5億円を、おおむねの税率改正の基準とします。）

年度末基金残高

●国民健康保険は、高齢化や医療の高度化・高額化により、今後も被保険者数の減少及び１人当たり医療費の増加の傾向が続く見込
み。

●令和4年度以降も税率改定を行わなかった場合、歳出と歳入の差額（不足額）は年々増加すると考えられる。

年度末基金残高（5月末）

国保会計における今後の方針（案）

出納整理期間中の
基金積立（取崩）額

年度当初基金残高

基金積立（取崩）額

収支差引

翌年度繰越

（単位：百万円）

歳 　　入

歳 　　出
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国民健康保険税の仕組みと税率について

所得割 均等割 平等割

所得割 均等割 平等割

（所得に対して） （1人あたり） （1世帯あたり）

①医療分
全加入者に賦課

②後期高齢者支援分
全加入者に賦課

③介護納付金分
40歳以上65歳未満の加入者に賦課

〇加賀市では、平成３０年度以降、令和４年度まで保険税率の改正は行っていない。

令和4年度
加賀市国民健康保険税

11.44% 46,200円 31,400円

国民健康保険税率 内訳

1.88% 9,700円 4,400円

7.36% 27,600円 20,800円

2.20% 8,900円 6,200円

16



加賀市の保険税率と標準保険税率について

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

(％) (円) (円) (％) (円) (円) (％) (円) (円) (％) (円) (円)

現行税率
①

7.36 27,600 20,800 2.20 8,900 6,200 1.88 9,700 4,400 11.44 46,200 31,400

標準保険税率
②

6.99 28,920 18,682 2.58 10,384 6,708 2.34 11,977 5,921 11.91 51,281 31,311

比較
② － ①

▲ 0.37 1,320 ▲ 2,118 0.38 1,484 508 0.46 2,277 1,521 0.47 5,081 ▲ 89

医療分
(0歳～74歳まで)

後期高齢者支援分
(0歳～74歳まで)

介護納付金分
(40歳～64歳まで)

医療＋後期＋介護

税率区分

(令和4年度)

・平成30年度から、国保財政が広域化（県単位化）され、県は各市町に対して保険給付費を交
付し、その財源として納付金を請求することとなった。

・県は、納付金の財源となる国保税の保険税率を、毎年「標準保険税率」として各市町に提示
している。各市町は、「標準保険税率」を参考に国民健康保険税を決定する。

・加賀市では、平成30年度に標準保険税率を参考に保険税率を改正したが、4年が経過し、標準

保険税率と加賀市保険税率との差が広がっている。

・今後、40歳以上65歳未満の加入者に賦課される介護納付金分が標準保険税率より低いなどの
課題について、加入者間の負担の公平性の観点から、保険税率の内訳（医療分、後期高齢者
支援分、介護納付金分）の調整を検討する。 17



 

 

 

③令和３年度保健事業の実績及び令和４年度の取組について 
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出展：国保連合会提供
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新

取 組 概 要
令和元年

度
令和２年度 令和３年度

地域別対策
保健推進員による健診勧奨訪問（令和2年度～）

健診費用無料対象者（40歳、65歳）へ
個別に勧奨。継続受診に繋がるよう、
対象者に41歳、66歳を加えた。

- 241件
518件

⇒内、約15%受診

未受診者対策
国保連合会による電話勧奨モデル事業

3年間不定期受診者及び前年度国保
途中加入者の未受診者

737件 1,326件
1,267件

⇒内、約3割受診

受診履歴別対策
①新規受診者へのインセンティブ
②不定期受診者への未受診者勧奨通知

①新規受診者には、500円クオカード
を進呈
②対象者に合わせた内容通知（過去5
年間1回以上受診歴ありの者）

- -

①390人
⇒内、約1割受診

➁3,276人
⇒内、約3割受診

拡

拡

新

継続者 40歳 翌年継続者 65歳 翌年継続者

R1
↓
R2

受診率 27.1% 33.3% 52.1% 62.9%

受診者
/対象者

32/118 9/27 213/409 129/205

R2
↓
R3

受診率 21.6% 100% 41.6% 71.9%

受診者
/対象者

24/111 10/10 148/356 105/146

3,321 

2,960 

2,662 

585 

577 

407 

505 

559 

718 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

R1年度

R2年度

R3年度

継続受診者（前年度の受診あり） 新規受診者数 不定期受診者数

(75.3%)
(13.3%) (11.4%)

(72.3%)
(14.1%) (13.6%)

(70.3%)
(10.7%) (19.0%)
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➁

資料：KDB地域の全体像の把握

令和2年 同規模、県、国比較

資料：法定報告

22



19.1

12.6

11.7
9.7

8.0
3.1

2.0

33.7

1気管、気管支及び肺
2大腸
3膵
4胃
5乳
6肝及び肝内胆管
7子宮

1位 悪性新生物
2位 心疾患
3位 脳血管疾患

【加賀市悪性新生物（がん） 死因割合H30年～R2年 3年平均】

がん別死因割合では、男女ともに肺、胃、大腸がんが多い。死因割合では、がんが約3割を占める。

▶※無料対象者：全がん65歳、大腸40・50歳、子宮20・25・30・35歳、乳40・45・50・55歳

【参考：全国主要死因 R1年】

全国
1位 気管、気管支及び肺
2位 胃
3位 大腸

全国
1位 気管、気管支及び肺
2位 大腸
3位 膵

1位 悪性新生物
2位 心疾患
3位 老衰

資料；全国 国民衛生の動向、加賀市：衛生統計年報

男性
女性

28.9

12.6
12.28.67.6

30.1

1気管、気管支及び肺
2胃
3大腸
4肝及び肝内胆管
5膵
その他

新
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【R3年度 65歳検診費用無料対象者等がん別受診率（国保）】

取 組 概要 対象 人数（予定）

がん好発年齢未受診者対策
①65歳未受診者大腸がん容器送付による検診勧奨
②50歳未受診者胃がん内視鏡検診勧奨ハガキの送
付

①8月27日までに大腸がん検診を
受診されていない方に検便容器を
送付し受診につなぐ。
②8月末までに胃内視鏡検診を受
診されていない方に受診勧奨ハガ
キを送付する。

①65歳の未受診者
②50歳の未受診者

① 700人
②1,000人

(2)令和4年度がん検診受診率向上の主な取組

健診費用が無料の65歳は、65歳以外に比べ、全てのがんで受診率が高かった。
健診費用を無料にすることは一定の効果があった。

16.9

26.4

20.8

9.9

15.6

11.712.1

15.8 15.9
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肺がん

(40歳以上）

前立腺がん

(50歳～74歳）

(%)

65歳 65歳以外 全体
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（％）

歯周病検診受診率は年々伸びている。

（％）

※１. R3年度加賀市年代別歯周病割合

【国保年代別受診率】【保険別受診率】
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DHパイロット（新規患者集計リスト）より抽出

‣DHパイロットより抽出

出典：ふれあい福祉課提供

4.8%
5.6% 5.6%

4.2%

7.3%

H29 H30 R1 R2 R3

（人）

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

糖尿病性 0 3 4 3 2 2 6

その他 5 6 3 6 1 3 1
合計 5 9 7 9 3 5 78.0
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糖未治療者 令和元年度 令和2年度 令和3年度

①健診受診者数 4,876人 4,334人 4,048人
（R4.6.14 時点）

➁糖尿病未治療者対象者(➁/①) 118 2.4% 211 4.9% 160 4.0％

③受診結果報告書返信数(③/➁) 48 40.7% 121 57.3% 91 56.9％

④医療機関受診者数(④/➁) 100 84.7% 188 89.1% 119 74.4％

➁ ➁
➁ ➁
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新
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➁
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取 組 概要 対象 人数（予定）

拡

新

193

168

199

227
241 241

263 256 257

236

231

182
195

206
215

225
237 237

245

124 124

147 147 143

116 113 120

100

140

180

220

260

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

データ送信者数（人） 口座登録者数（人） 6,000歩達成者数（人）

（人）
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→令和４年度も取組を
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④その他 

・保険料水準統一の検討について（資料非公開） 

・マイナンバーカードの健康保険証利用の状況 
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加賀市で利用できる医療機関数

機関数 利用可能 割 合

医 科 47件 1２件 25.5％

歯 科 27件 3件 11.1％

薬 局 33件 15件 45.5％

合 計 107件 30件 28.0％

「機関数」は東海北陸厚生局における医療機関等の指定状況から集計

加賀市国保マイナンバー紐付け数

被保険者数 紐付け数 割 合

13,569人 697人 5.1％

６月30日からマイナポイント第２弾として、健康保険証利用登録と、公金受取口座の登録
で、それぞれ7,500円分、合計15,000円分のポイントがもらえるようになりました。
（マイナポイント第1弾のマイナンバーカード新規取得分とあわせて最大20,000円）

加賀市では、保険年金課窓口のほか、窓口課、行政サービスセンター、マイナンバーカード
特設サポート窓口で、マイナンバーカード健康保険証利用登録のサポートをしています。

マイナンバーカードの健康保険証利用の状況

・令和3年10月20日からオンライン資格確認システムの本格運用が開始され、マイナンバーカード
が保険証として利用できるようになりました

機関数 利用可能 割 合

医 科 47件 17件 36.2％

歯 科 27件 3件 18.5％

薬 局 34件 20件 58.8％

合 計 108件 42件 38.9％

被保険者数 紐付け数 割 合

13,264人 1,387人 10.5％

R4.7.10現在R4.2.6現在

R4.1.31現在 R4.7.20現在
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〇マイナンバーカード健康保険証利用のメリット

健康保険資格確認がスムースになる

医師らが本人同意の下、薬の処方や特定健診の結果を見て医療に活かす

高額療養費制度を受けるにあたり、限度額認定証が不要（滞納者を除く）

〇国の動向

「骨太の方針」で、2024年以降に現行の健康保険証廃止を目指す

〇マイナンバーカードを利用した受診の診療報酬点数

診療報酬改定により、R4.4からマイナンバーカードを利用した受診の点数が加算されています

初診料 7点 （窓口3割負担の場合 21円）

再診 4点 （ 〃 12円）

薬局調剤 4点 （ 〃 12円）

※マイナ保険証の対応施設では、従来の健康保険証を利用した場合であっても加算あり

（2024.3まで、3点（窓口3割負担の場合9円））

※点数加算については、廃止を検討
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